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第４回理事会の概要（平成２５年２月１５日）
第１号議案　部落解放同盟大阪府連からの申し入れについて
解放同盟大阪府連からプライム事件（戸籍、住民票の不正取得事件）について、話し合いの申し入れがあった旨を説明し、その対応について協議した。
結果、話し合いの申し入れには応じることとし、対応の仕方について縷々協議した。
（概略）
業界の立場と、戸籍、住民票の取得は大半が正当な理由があってのものであるが、行政側が請求に応じない為に生じている事もあり、事件の背景そのものに問題がある事の理解を求める必要があるなど、根本的な問題について議論を　深めなければならない、などの意見が多くあった。
第２号議案　業界団体の動向と今後の協会運営について
　協会運営については次回に協議することにした。
第５回理事会の概要（平成２５年３月２９日）
第１号議案　解放同盟大阪府連との話し合いについての報告と申し入れについて
解放同盟大阪府連と、プライム事件（戸籍、住民票の不正取得事件）について、話し合いをした結果報告があった。
話し合いに出席したのは松谷、東田の両名で、当日は、大阪府調査業協会の理事メンバーも同席して、話し合いが行われたとの報告があった。
「話し合いでは、運動団体と業界団体との間に、事件についての認識に大きなズレがあり、お互いが自己主張をするに留まったが、今後も機会をみて積極的に会合を持つ必要がある、との事で合意した」との報告がなされた。
尚、その後新たに「人権政策確立要求大阪実行委員会」より郵送にて、「戸籍等不正取得事件　真相報告集会」への参加要請があった旨の報告があり、それについての対応を競技した。
結果、集会には参加しない事に決定した。
第２号議案　平成２５年度事業計画について
事業計画ついて協議し、２５年度の事業方針を決定した。
第６回理事会の概要（平成２５年５月２３日）
第１号議案　総会について
定期総会を６月２７日に開催することを決定。
第２号議案　平成２４年度収支決算について
事務局より平成２４年度の収支決算書が提出された。理事会は収支決算書を詳細に監査し、提出された決算書を承認した。尚、次年度の予算案については、協議する時間が取れなかった事から、前年度の予算に添う形で、会長に作成を一任し、次回理事会にて審議する事とした。
第７回理事会の概要（平成２５年６月２７日）
第１号議案　平成２５年度収支予算案について
事務局より平成２５年度の収支予算案が提出された。
理事会はこれを承認した。
第２号議案　総会について
定期総会の式次第及び説明に関しての事前打ち合わせが行われた。
第８回理事会の概要（平成２５年９月５日）
第１号議案　入会申し込みについて
事務局より入会申し込み者の一式の書類が提出された。
理事会は書類を吟味し、入会希望者の入会を全員一致で承認した。
第２号議案　会報発行について
９月末に関調協会報の発行予定について協議されたが、原稿が集まりそうにないとの事で、１月に見送る事にした。
第３号議案　協会運営について
今後の協会運営について活発な意見が出されたが、全国団体の動きによって当協会の運営も大きく左右されるので、理事会としての決定事項はみなかった。
第９回理事会の概要（平成２５年１２月１３日）　　　　　　　　　　　　　　　
第１号議案　会報発行について
１月に協会報（新年号）の発行を決定し、出席理事に原稿の執筆依頼をした。各理事は１月１０日までに原稿提出を約束した。
第２号議案　協会運営について
１２月初旬に開催された全国調査業協会連合会及び全国調査業協同組合連合会の理事会の概況が報告され、それを参考に今後の協会運営についての話し合いが行われた。
第３号議案　その他理事提議事項
在阪の探偵業者が、探偵業法違反による指示処分が下された事に関し、処分内容に納得が行かず、大阪地裁に提訴した事件についての報告がなされ、その事案についての話し合いがもたれた。
事務局便り
　新年あけましておめでとうございます。何かとご面倒を掛けますが本年も宜しくお願いたします
（新入会員紹介）
株式会社　デルタ・トラスティーフォース　
代表者　　政清　隆幸
　　所在地　大阪市中央区大手通１－１－３エフォート谷町ビル３Ｆ
　　電話　　　０６－６９４８－５９５５
　　ＦＡＸ　　　０６－６９４８－５９６５
　結婚、素行、家出などの調査を主に行い、業歴約１１年
探偵業の届け出の概況
　平成２４年度末現在の届け出件数は、５、５４６件（全国）で、前年比１９６件増
業法違反の検挙件数　平成２４年度　検挙件数４、検挙人員３人
行政処分（指示・停止命令）状況
　　平成２４年度　停止　２０件（前年比１３件増）　　指示　８０件（前年比１５件増）
大阪府　届け出件数　平成２５年１２月末　５９８件（前年比１６件増）
行政処分件数　平成２５年１２月末　停止　０件　指示　３件（過去３年間）
· 幸い当協会員の中では、業法に基づく行政処分を受けた者は居ないが、全国的には上記の通り、行政処分を受けた者が多数見られ状況にあります。中でも書類不備（書面の受理、交付違反など）が多くみられるようです。
（参　考）
警備業法及び探偵業の業務の適正化に関する法律に基づく行政処分の公表基準
１．公表の基準
警備業法又は探偵業の業務の適正化に関する法律（以下「探偵業法」という ）に基づく行政処分の公表の基準は、次のとおりとする。
(１) 次に掲げる行政処分を行った場合
ア 警備業法に基づく行政処分
(ｱ) 警備業の認定の取消し（第８条）
(ｲ) 警備業者に対する指示（第４８条。過去３年以内に警備業者に対する指示を受け、又は過去５年以内に警備業の認定の取消し、警備業務に係る営業の停止命令若しくは営業の廃止命令を受けたことのある被処分者に係るものに限る。 ）
(ｳ) 警備業務に係る営業の停止命令（第４９条第１項）
(ｴ) 営業の廃止命令（第４９条第２項）
イ 探偵業法に基づく行政処分
(ｱ) 探偵業者に対する指示（第１４条。過去３年以内に探偵業者に対する指示を受け、又は過去５年以内に探偵業の停止命令若しくは探偵業の廃止命令を受けたことのある被処分者に係るものに限る。 ）
(ｲ) 探偵業の停止命令（第１５条第１項）
(ｳ) 探偵業の廃止命令（第１５条第２項）
(２) 他の都道府県公安委員会が、次に掲げる行政処分を行った場合で、被処分者の主たる営業所が大阪府内に所在するとき
ア 警備業務に係る営業の停止命令
イ 探偵業の停止命令
２ 公表の内容
公表する内容は、次に掲げる事項とする。
(１) 認定証又は探偵業届出証明書の番号
(２) 被処分者の氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）及び主たる営業所の所在地
(３) 行政処分に係る営業所又は基地局の名称及び所在地
(４) 処分年月日
(５) 処分の内容
(６) 処分の理由及び根拠法令
(７) 処分を行った公安委員会
３ 公表の方法等
(１) 公表の方法は、次のとおりとする。
ア 大阪府警察本部情報公開コーナーに警備業・探偵業行政処分簿（別記様式）を備え付け、これを公衆の縦覧に供する方法
イ 大阪府警察ホームページへの掲載
(２) 次に掲げる行政処分を行った場合で、被処分者の主たる営業所が大阪府外に所在するときは、当該行政処分を行ったことを当該主たる営業所の所在地を管轄する都道府県公安委員会に通知する。
ア 警備業務に係る営業の停止命令
イ 探偵業の停止命令
４ 公表の期間
公表の期間は、処分年月日から起算して３年間とする。
	


年　頭　放　談
　「反省と決意」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　松谷　廣信
　　新年明けましておめでとう御座います。会員の皆様には、のどかな良いお正月をお迎になられた事と思いますが、如何でしたでしょうか。
私は、二人の娘が昨年ほぼ同時期に結婚し、それぞれがお婿さんを連れて帰って来たという事もあり、何時になく、明るく　賑やかな　楽しい　お正月を過ごす事ができ、非常に嬉しく思いました。
　ただ、仕事に関しては、今年は褌を締め直し、ねじり鉢巻きで気合を入れ直さないと、相
当厳しいのでは無いかと思っています。それは、皆さんご存知の通り、近年のこの業界を取り巻く環境に起因してのことです。
戸籍・住民票の不正取得、サラ金情報の不正利用、工作による個人情報取得など、センセーショナルな見出しで新聞紙上を賑わしたり、興味本位の報道番組に取り上げられたりなどして、業界イメージは最近可成りダーティーなものになっている様に思うからです。
昨年１１月の「逗子ストーカー殺人事件」に関わる報道を受けて、こんな事を思った。
（以下は、昨年１１月８日に投稿した小生のブログ）
ストーカーって昔も居たのかな・・・？ 思いをよせる人に恋文を書く・・、そっと物陰から覗き見る・・、時間帯を見計らってすれ違う・・、友達を通じて思いを告げる・・、 一方的に思いが高じても、そんな程度では無かったかと思う。
ところが、最近は法律を作って取り締まらなければならない程、ストーカー行為が頻繁に起こっているようで、私の身近でもそんな話を聞くことが多々ある。
「人の恋路を邪魔する奴は、馬に蹴られて・・・」等と云う言葉があったが、どうもそんな悠長なことを言っておれない時代になって来たようだ。
昨日（H２５．１１．８）の新聞報道によると、１１月に起きた「逗子ストーカー殺人事件」の裏に調査会社が関係していたらしい。「住所、調査会社が売却か」と、３面トップに特大の見出しが載っていた。
記事を読むと、殺人犯が、調査会社に被害者の住所割り出しを依頼し、調査会社は、その調べを情報屋と呼ばれる業者に頼み、結果彼女の住所が判明した事から、逗子ストーカー殺人事件に繋がったと見られている様である。
この記事を斜め読みすると、調査会社って何と云う所だ。金にさえなれば何でもやるのか。個人情報が漏れると殺人などと云うとんでもない事に繋がってしまう。個人情報を取るなどけしからん・・・・。そんな声があちこちから聞こえそう・・・、また、マスコミもそういう姿勢で報道している。
探偵社は、法律（探偵業法）によって、調査契約の際、依頼者から、「調査結果を犯罪や差別に使わない」旨の誓約書を取らなければならない事になっており、もし、依頼時点で、「おかしい？」と感じたら、誓約書はあっても仕事をお断りするようにしているのが、普通の調査会社である。
ところが、「おかしい？」と見抜くのは中々難しい。今回のケースでも、殺人に使うから住所を調べてほしい等というはずもなく、結果的にはこんな悲惨な事件に結び付いたが、あくまでそれは結果論であり、調査会社は、決して事件に加担する意思を持っていた訳ではない。
飛躍と言われるかも知れないが、これは、包丁が殺人に使われたとすると、その殺人に使われた包丁を売った商店を、殺人に協力したとして悪徳商店のように云うのと同様である。
調査会社に、住所を調べて欲しい・・・、と云う依頼は日常茶飯事にある。住所が判明した結果、「トラブルが未然に防げた」、「詐欺被害を逃れることができた」、「感情のもつれをほぐす事ができた」、「自殺を思い留めさせる事ができた」、「財産保全ができた」、「会って感謝の意を伝えることができた」等など、事例を上げればきりがない。それだけに、お客の喜ぶ声が聞きたくて、この仕事を続けていると云う業者も多くいる。しかし、こうした、感謝されるような調査は表に出ることはない。ただ、今回のような事件は大々的に報道され、他人の住所を調べるなんてとんでもない、と受け取られ、調査会社＝ワル、悪徳、とのレッテルを張られる結果となってしまう。
また、非常に気になる情報ではあるが、尾行・張り込みが、被調査人にバレると、探偵業法第６条違反で行政処分云々の話が漏れ聞こえるが、これなども、業者の社会的信用度の低さが遠因し、探偵業者＝胡散臭い、と見る色眼鏡から来るのでは無いかと、つい穿った考え方をしてしまう。
　探偵業法第６条、「探偵業者及び探偵業者の業務に従事する者は、探偵業務を行うに当たっては、この法律により他の法令に於いて禁止または制限されている行為を行うことができることとなるものではないことに留意するとともに、人の生活の平穏を害する等個人の権利利益を侵害することがないようにしなければならない。」となっている。ただ、これなどは、一般的にプログラム規定と云えるもので、この条文で行政処分をする場合は、一般的に見て、「それはちょっと？」と言われる、非常識な行為に対してと考えていたが、「その考えは相当甘い」と言われても仕方ない状況にある様である。
「人の生活を害するなど・・・」は、人それぞれの感覚によって相当の開きがあり、これを管理する側が恣意的につかえば、どんなことでも出来る事になりはしないか。特に探偵業法は、議員立法であり、各条文にあらゆるケースを吟味し、議論に議論を重ねて作られたものでは無い。それだけに、ここらのプログラム規定的なものが恣意的に使われるとなると思わぬ結果をまねくことになる。
そうした意味からすると、今後私ども業界団体は、小異を捨て大道に立って一丸となり、「業界の社会的地位の向上と自主規制」に確り取り組まなければ、業界を取り巻く環境はますます厳しいものになって行くであろう。
「依頼者・・・」
探偵さんドットコム　横田　正人
　新年あけましておめでとうございます。
　皆様おすこやかに新春をお迎えのことと存じます。昨年は何かとお世話になりまして、大変ありがとうございました。本年もどうぞよろしくお願い申し上げます。
　さて、私たち探偵とストーカーとの出会いのきっかけは、「彼女が連絡もなしに引っ越したのですが、新しい住所を調べてほしい」と、こんなものです。
　昨今、ストーカーと探偵の関係がクローズアップされるような事件が、新聞やテレビなど各メディアを通して多数取り上げられ、さも、探偵がストーカーの手下か下僕のような扱いで報じられていることが多いと感じるのは私だけではないと思います。
　当然、商売で探偵業を営んでいるのですから、この手の人探しや素行調査ということになれば、余程、目が血走っているとか、横柄な態度の人物とか、一見して常人ではない依頼者ではない限り、ご相談に辻褄が合わないところがなければ、ご依頼を受けることになります。
　実際、ストーカーと呼ばれる人は、自らの事をストーカーだと思っている人は少ないと思いますし、行き着くところまで行かないと、自身がストーカーだと気付かないことが多いのではないかと思います。
　これまでも「こいつは危ないな」と思うような依頼者も現実にあって、丁重に依頼をお断りしていることも多々あるのですが、意外とストーカーと思しき人の身なりは、そこそこ良く、お金も持ってそう、人当たりも優しく、結構一流企業に勤めていたり、安定した生活を送っているような印象（偽装かもしれませんが…）の方が多いように思います。
　一般的に「ストーカー」というと、ちょっとアウトロー的な身なりと風貌で、横柄な態度で粗暴な人物というような印象を持つ人も多いと思うのですが、実際は前述のように、外見上からはストーカーだと想像がつかない人物だったりして、一見で見破ることは困難なこともしばしばです。
　別に、例えば逗子ストーカー事件で、所在調査に介入した探偵業者を擁護するつもりはありませんが、本来の目的を隠して、または偽って依頼をしてきたならば、その目的を探偵業者が事前に知ることは困難なことが多いので、商売上の単なる取引として、調査を請け負うことになるのではないかと思いますし、「依頼に応える」ということは、探偵本来の姿ですので、仕事の流れとしては普通ではないかと私は思います。
　では、どこで怪しいと思うのか？　と、いうことが問題になってきます。
　昨年、所轄署の立入があったときに「人探しの依頼については気をつけてもらって、怪しいと思ったら通報も…」なんて言っていただきましたが、はっきり言って事前にわかることは少ないように思います。
　ただ、私個人の物差しとして、関西でいう「ひつこい人」で、依頼を断ったり渋っても、調査対象者の所在や行動に固執したり、食い下がったり、強引に調査を迫ったりするような人は要注意と考えていて、人並み外れた執着心や白黒はっきりさせたいくどい性格が少しでも垣間見れた瞬間があれば、いくら高級そうなスーツを着ていて、話しが流暢で内容が怪しくなくても、「ちょっとヤバいかも・・」と思うようにはしています。
　あと一つ、ストーカーと呼ばれる人が探偵業者に仕事の依頼をするハードルが下がってしまったのかなという懸念もありますが、これは正直言って私自身も少々自戒の気持ちがあります。
　一昔前の探偵社と言えば、どちらかというと少し胡散臭いし、依頼した調査に料金がどれくらい必要か不明瞭、対応が横柄などなど、探偵社に依頼をするということのハードルがそれなりに高かったと思うのですが、ここ最近はインターネットの普及もあって、WEBサイトに相談員や経営者のにこやかな顔写真が掲載されたり、探偵の日常などのブログなどで、一般に受け入れられやすいようにアピールするのがトレンドとなっているようで、ひらかれた探偵業が当たり前となってきています。
　このような状況の中に、悪意を持ったストーカーが依頼に来ると、「ストーカーが探偵を使って被害者の所在を調べた」なんていうことになって世間を騒がすことになるのでしょう。
　一昔前に戻るか…、と、思う今日この頃です。
「特定秘密保護法は憲法に合致しているのか」
（株）初恋の人探します社　竜田充子
特定秘密保護法の問題点
　昨年末、各方面からの強い反対を押し切って、特定秘密保護法が憲政史上稀に見る強行採決で成立しました。
　ご存知のように、この法律（「本法」ということにします）は、国の安全や外交に絡む機密情報の漏洩を防ぐためとして、特に秘匿すべき情報を各省の大臣が「特定秘密」に指定することができ、公務員がこれを外部に漏らした場合、重罰を科すというものです。
　本法の問題点は、①「特定秘密」を取り扱う可能性のある者や家族に対して「適性評価制度」に基づく徹底した調査が行われることから、プライバシー侵害になりかねない、
②「特定秘密」の対象は、「防衛」、「外交」、「特定有害活動の防止」、「テロリズムの防止」とされていますが、その範囲があまりにも広くあいまいで、行政機関の長が裁量でいくらでも「秘密情報」と指定できる、③行政機関の恣意的な判断で、国民に知られたくない「不都合な真実」が隠蔽される（しかも６０年も！）、④国民の知る権利が侵害され、マスコミの取材・報道の自由が阻害される、⑤必要な情報が隠され、国民主権・平和主義といった憲法の基本原理が形骸化する、といったことが指摘されています。
　私も本法の法案が最初に報道されたとき、「これは戦前の治安維持法と同じだ！」と直感したものです。
しかし、そう感じた私も、この法律の条文を逐一見てそう思ったわけではありません。直感や感触だけではなく、本当に法律の中身が報道で指摘されている通りなのでしょうか？
　そこで、この法律が国の基本ルールである憲法に合致しているかどうかを、もう少し掘り下げて考えてみることにしました。
法律にはなぜ明確性が必要なのか
政府は「特定秘密」を防衛や外交等の４つの情報に限定するので拡大解釈されることはないと強調していますが、法律というのは抽象的に表現されているため、厳密に規定しないと、立法者の思惑を超えて一人歩きするのが常です。
例えば、個人情報保護法も、その目的は５０００件以上の個人情報のデータを保有する業者にその取り扱いを慎重にさせる目的で制定された法律であるにも関わらず、いまや「個人情報」という言葉が一人歩きし、隣のおばちゃんでさえ、「個人情報だから答えられない」という始末で、社会全体が個人に関わる情報をオープンにしてはならないという風潮になっています。
翻って、この特定秘密保護法も当初は厳密に運用されていても、次第に「特定秘密情報」という言葉が一人歩きし、社会全体が「これは特定秘密情報にあたるのではないか？」と萎縮し、「物言えば唇寒し」の状態になってしまうことは、個人情報保護法の経験からでも明らかです。そして、なにが秘密情報にあたるか分からず、６０年も秘匿されるので、その萎縮はなおさらで、拡大解釈はどんどん広がる危険性をはらんでいます。
犯罪とその刑罰は、法律により予め定められていなければなりません。それは、どのような行為が犯罪にあたるかを予め国民に知らせることによって、それ以外の活動は自由にできるとする自由主義の原理から要請されるもので、我が国においては、明治憲法下において国家権力の恣意的な判断で、不当な人身の自由への侵害がなされたという歴史的な反省から、手続面からだけでなく実体面からも人権保障を図ろうとするものです。これを罪刑法定主義といいます。従って、何が犯罪になるのかは、法律で明確に規定されていなければなりません。
本法は、第３条で「特定秘密の指定」が規定されていますが、そこには「行政機関の長…当該行政機関の所掌事務に係る別表に掲げる事項に関する情報であって、公になっていないもののうち、その漏えいが我が国の安全保障に著しい支障を与えるおそれがあるため、特に秘匿することが必要であるもの…を特定秘密として指定するものとする」とされています。
しかし、ここでいう「わが国の安全に著しい支障を与える」とはどういったことを指すのでしょうか？
このあたりが漠然としていて、どういう情報を漏えいさせてしまえば、「わが国の安全に著しい支障を与え」てしまうのか明確性に欠けます。これでは、行政機関の恣意的な判断、裁量でいくらでも「秘密情報」として指定されてしまい、ひいては時間を経るごとに拡大解釈をされることを許してしまいかねないのです。
その上で、本法は第２３条で「特定秘密の取扱いの業務に従事する者がその業務により知得した特定秘密を漏らしたときは、十年以下の懲役に処し、又は情状により十年以下の懲役及び千万円以下の罰金に処する。特定秘密の取扱いの業務に従事しなくなった後においても、同様とする」としているので、誰かに何かを喋った後に、「それは特に秘匿することが必要である情報だ」とされてしまえば、罰せられることになります。
自分がどんな秘密を漏らしたのかも分からず罰せされるのでは、たまったものではありません。
　憲法は、法律が憲法に反していないか違憲審査制度（憲法８１条）を規定していますが、法律の文言が漠然不明瞭であって、どのような行為を規制しようとするものなのか一義的に明らかでない場合に、それだけで法令自体が無効となるとされています。
　この点だけからも、明確性に欠ける特定秘密保護法は無効にしなければならない法律であるといえます。
知る権利の制限はなぜ問題なのか
「知る権利」は、憲法２１条によって保障されている「表現の自由」の一つとして大変重要な権利です。なぜなら、「表現の自由」は個人が言論活動を通じて、自己の人格を発展させるという個人的な価値と、言論活動によって国民が政治的意思決定に関与する民主制に資する社会的価値という、民主主義の根幹をなす内容を有しているからです。
ところで、本法の法案が提出されたとき、マスコミは「報道の自由」が制限されると問題視していました。しかし、もっとも問題とすべきは国民の「知る権利」が制限されるということです。本法はもちろん「報道の自由」を制限される危険性もはらんでいますが、「報道の自由」の制限の問題だけを取り上げれば、マスメディアの問題だけとしか捉えられず、国民全体の問題だという認識には及びません。法案成立反対の運動の盛り上がりが遅れたのは、マスコミの取り上げ方が一面的過ぎたからで、マスコミの責任は重大だと、私は考えています。
　話を戻しますが、本法では第１条で、「我が国の安全保障…に関する情報のうち特に秘匿することが必要であるものについて…当該情報の保護に関し、特定秘密の指定及び取扱者の制限その他の必要な事項を定めることにより、その漏えいの防止を図り、もって我が国及び国民の安全の確保に資することを目的とする」としていますので、国民の知る権利を制限しているのは明らかです。
「知る権利」は先ほど述べましたように、民主主義の根幹であるからこそ重要な権利です。しかし、一方で「我が国及び国民の安全確保」（本法１条）も重要です。
今、民主主義の根幹である国民の知る権利という重要な利益と、「我が国及び国民の安全確保」という重要な利益が対立しているわけですから、その「知る権利」を制限する法律が憲法に違反しているかいないかの判断は厳密にされなければなりません。もう少し具体的に言いますと、その判断基準は、本法で規制する「目的」が必要不可欠で、その「規制手段」が必要最小限のものでないかぎり、「公共の福祉」（憲法１３条）による内在的制約を越えて違憲となると考えられています。
　本法は、その目的を「特定秘密の指定及び取扱者の制限その他の必要な事項を定めることにより、その漏えいの防止を図り、もって我が国及び国民の安全の確保に資する」（１条）としていますので、その「目的」は必要不可欠だといえます。しかし、本法は「特定秘密」の指定のしかたが上述のように広範囲に指定され明確性を欠き、また「特定秘密」の取扱者に対してもプライバシー侵害に繋がるおそれのある適正評価を経なければならないのであり、現在制定されている他の個別法での秘密保持の規定を厳密に運用すれば、秘密は充分に担保されるという意見もあることから、「規制手段」が必要最小限とは決して言えません。
従って、本法は憲法２１条の「表現の自由」の規定に違反し、違憲であると判断されうる法律であるといえるのです。
同じ過ちを繰り返さないために
　歴史を紐解くと、昭和初期に軍用資源秘密保護法（昭和１４年３月公布）や国防保安法（昭和１６年３月公布）が制定され、最初は見せしめ的に、そして除々に拡大解釈され、戦争に向かう中威力を奮っていきました。そんな中、旧日本軍の連敗が国家機密とされ、国民は真実を何も知らされないまま、戦争の只中に立たされ遂行し、多くの国民が戦死していきました。
　一度制定された法律が拡大解釈されていく、国民の人権を踏みにじっていく怖さを私たちは歴史の教訓として知っているはずです。
　同じ過ちを繰り返さないためにも、かかる悪法を無効、廃止にもっていくことは、自分達が有する権利を主張するのみならず、次世代への責任であると感じています。
	


＝採用内定の取消し＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会保険労務士　岡本　茂
１．採用内定期間中の身分は学生か労働者か
　労働者とは、使用者と労働契約を締結している人をいいます。また、使用者の指揮命令に従って労働を提供し、賃金請求権を持っている人のことです。新卒一括採用者の場合、この関係が発生するのは一般的に４月１日です。したがって、それ以前の内定期間については学生であり、労働者ではないといえます。
　また現在の日本では、学生に内定通知を出し、それに対して誓約書が提出されたことをもって採用が内定したとされ、「始期付解約権留保付労働契約」が成立していると一般的に考えられています。つまり、試用社員と同等の地位が与えられます。
　なお、始期付というのは、４月１日という就労の始期がついているという考え方で、就労の始期付の労働契約が成立していることを意味します。
２．採用内定を取り消すことができる事由
　他社への就労の機会を放棄している採用内定者と企業の間に、始期付解約権留保付労働契約が成立しているとして解約権が留保されているのは、一般的には採用内定時（前年の１０月１日）から入社日（４月１日）まで６ヶ月の期間がありますから、その間に事情の変更が起こりうることを想定してのことです。
　契約関係を明確にするためにも、解雇権が留保されていることについて、やむを得ない事情のあるときなど、解雇権の行使事由について誓約書などに具体的に記載しておいたほうがよいといえます。
例えば、以下のようなものが考えられます。
○大学を卒業できない場合
○身体・精神の故障で４月１日からの就労の見込みがない場合
○会社の経営難等のやむを得ない事由がある場合
○その他上記に類する事項
３．業務上の必要性による採用内定の取消し
　会社の業務上の都合、つまり経営難に陥ったことなどによる内定取消しについては、整理解雇の４要件にならって考えます。
これは中途採用のケースですが、大手コンピューター会社に勤める社員が転職活動をして別のコンピューター会社から内定を得たものの、勤務先の会社を退職した後になって経営悪化を理由に内定を取り消された事件を例に、内定取消しの有効性について考えます。
裁判所は企業が経営悪化を理由として採用内定を取り消す場合は、次の「整理解雇の有効性判断の４要素」を総合判断し、解約が有効かどうかを判断しています。
	① 従業員削減の必要性
⇒大幅な事業縮小などから人員削減の必要性が認められる。
② 解雇回避の努力
⇒内定者に対しても入社の辞退勧告を行うなど、内定取消し回避のために相応の努力を行っている。
③ 解雇対象者選定の合理性
⇒すでに働いている社員よりも未だ働いていない内定者を解雇対象者とすることは合理的。
④ 手続の妥当性
⇒入社の２週間前になって突然入社の辞退勧告の申入れをしたことに関し、採用内定を取り消す場合は、内定者の納得が得られるよう十分な説明を行う信義上の義務がある。



つまり、④の手続の妥当性において、会社の説明は内定者の納得が得られるような十分な説明をしたとはいえず、誠実性に欠けたとして、内定取消しは無効と判断されました。
従って、内定取り消しのための手順は次のようになります。
①　入社日直前ではなく十分な時間をおいて
　　　　　　　　　↓
2 金銭の補償を提示するなど内定取消しではなく、合意解約をするための努力を尽くし　　　
　　　　　　　　↓
3 経営状態などの数値を基に内定を取り消さざるを得ない具体的な説明をする。
そのうえで、内定者が納得する必要があるということです。
ちなみに、内定を互いに合意して取り消す場合、予定している月給の２ヶ月分から半年分程度の金銭補償を行うことが多いと思われます。
この裁判では、「（採用内定予定時の１ヶ月分の給与×３ヵ月分）×７割」を支払うことを通知しました。再度就職活動を開始し、内定を得るまでの期間は人それぞれですが、新卒の学生であっても第二新卒として年度途中に再就職することは可能ですので、これ以上の金銭を支払う必要はないと思われます。
４．内々定の取消し
これに対して、内々定を取り消すことは原則可能です。「内々定」の場合は、内定とは異なり会社との間に雇用契約は成立していません。したがって、契約関係にない以上、原則として内々定を取り消すことは可能です。ただし、これも内定日間際になってことさらに内定取消しを回避するために内々定を取り消す場合や、会社が他の内々定先を断らせるなどしていた場合、また使用者が学生に内定を出すと説明していた場合などは、会社は学生と十分話し合って内定を出せない理由を説明する必要があります。場合によっては、内々定を受けた者に対する信義則違反となり、会社はその者に慰謝料として一定の金額を支払う必要があると思われます。
倫理綱領


一、会員は、調査業の社会的使命を自覚し、誠実な職務遂行によって社会に貢献すること。





二、会員は、全ての業務において法を順守し、社会常識を逸脱するような行為をしないこと。





三、会員は、契約を信義に基づく誓約とみなし、矜持をもって調査に当たること。





四、会員は、人格を磨き、能力を高め、顧客満足の実を挙げるよう努めること。





五、会員は、人びとの名誉、権利を尊重し、部落差別調査の廃絶に努めること。





六、会員は、業務上知り得た情報並びに機密の秘匿、保持に努めること。





七、会員は、相互に協調し、連帯感有る活動を通じて業界の発展に努めること。
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